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１ 調達内容 

 ⑴ 購入等件名及び数量 

   クラウド型統合サーバーシステム機器等運用管理支援業務委託 一式 

 ⑵ 調達案件の仕様等 

   入札説明書及び仕様書による。 

 ⑶ 履行期間 

   平成26年12月１日（月）から平成31年11月30日（土）まで。ただし、翌年度

以降において、歳入歳出予算の当該契約の金額について減額又は削除があった

場合は、当該契約を解除する。 

 ⑷ 納入場所 

埼玉県企画財政部情報システム課長が指定する場所 

 ⑸ 入札方法 

   本件入札は、「埼玉県電子入札共同システム」により行う。ただし、同シス

テムの利用者登録をしていない者については、紙媒体による入札書の郵送又は

持参による入札も認める。また、入札金額については、履行期間全体の総価を

入力し、又は記載すること。 

   なお、落札決定に当たっては、入札書に入力され、又は記載された金額に当

該金額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端

数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札金額

とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の108分の100に相当する金額を

入札書に入力し、又は記載すること。 

２ 競争入札参加資格 

⑴ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない

者であること。 

⑵ 物品の買入れ等に係る入札参加資格に関する告示（平成24年埼玉県告示第

1086号）に基づき、業種区分「電子計算に関する業務」のＡ等級に格付けされ

た者であること。 

⑶ 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る入札参加

停止等の措置要綱（平成21年３月31日付け入審第513号）に基づく入札参加停

止措置を受けていない者であること。 

⑷ 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る暴力団排

除措置要綱（平成21年４月１日付け入審第97号）に基づく入札参加除外措置を

受けていない者であること。 



⑸ ＩＳＭＳ認証又はプライバシーマークの認定を受けている者であること。 

 ⑹ 本件業務と類似の業務を過去２年の間に受注し、誠実に履行した実績のある

者であること。 

３ 入札書の提出場所等 

 ⑴ 紙媒体の入札書を郵送し、又は持参する場合の提出場所、契約条項を示す場

所、入札説明書及び仕様書の交付場所並びに問合せ先 

   〒330-9301 埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目15番１号 埼玉県企画財政

部情報システム課システム指導・集中化担当 新井 電話048-830-2284（直通） 

 ⑵ 入札説明書の交付方法 

  ア 「埼玉県電子入札共同システム」による場合 

    埼玉県ホームページを開き、「電子入札総合案内」を選択して、「入札情

報公開システム」からダウンロードすること。 

  イ 紙媒体による場合 

    上記⑴の交付場所において交付する（事前に電話により連絡すること。）。 

 ⑶ 仕様書の交付方法 

   上記⑴の交付場所において交付する（事前に電話により連絡すること。）。 

 ⑷ 入札書受付期間 

  ア 「埼玉県電子入札共同システム」を使用する場合 

    競争入札参加資格の確認を得た日から平成26年８月28日（木）午前11時ま

で 

  イ 紙媒体の入札書を郵送し、又は持参する場合 

   (ｱ) 郵送の場合 

     競争入札参加資格の確認を得た日から平成26年８月27日（水）午後５時

まで 

     なお、書留郵便によること。 

   (ｲ) 持参の場合 

     競争入札参加資格の確認を得た日から平成26年８月28日（木）午前11時

まで 

 ⑸ 開札の場所及び日時 

   埼玉県企画財政部情報システム課 平成26年８月28日（木）午前11時30分 

４ その他 

 ⑴ 契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 

 ⑵ 入札保証金及び契約保証金 



  ア 入札保証金 

    入札者は、見積もった契約金額に入札保証金の率（100分の５以上）を乗じ

た額を納付するものとする。ただし、埼玉県財務規則（昭和39年埼玉県規則

第18号。以下「財務規則」という。）第93条第２項の規定に該当する場合は、

免除する。 

  イ 契約保証金 

    契約の相手方は、契約金額に契約保証金の率（100分の10以上）を乗じた額

を納付するものとする。ただし、財務規則第81条第２項の規定に該当する場

合は、免除する。 

 ⑶ 入札者に要求される事項 

   この一般競争入札への参加を希望する者は、入札説明書に示す必要な書類を

次のいずれかの方法で平成26年８月６日（水）午後５時までに提出し、競争入

札参加資格の確認を得なければならない。また、入札事務の担当者から、提出

した書類に関し説明を求められた場合は、それに応じなければならない。 

  ア 「埼玉県電子入札共同システム」により確認申請する。 

  イ 紙媒体の書類を上記３⑴の提出場所に郵送し、又は持参する。 

 ⑷ 入札の無効 

   次に掲げる入札書は、無効とする。 

  ア この公告に示した競争入札参加資格のない者の提出した入札書 

  イ 入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書 

  ウ 財務規則第97条又は埼玉県の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定め

る規則（平成７年埼玉県規則第106号）第９条の規定に該当する入札書 

 ⑸ 契約書作成の要否 

   要 

 ⑹ 落札者の決定方法 

   財務規則第94条の規定に基づいて定められた予定価格の制限の範囲内で最低

の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

 ⑺ 低入札価格調査制度に係る調査基準価格 

   設定する（調査基準価格未満の入札があった場合は、調査の上、当該入札を

行った者を落札者とするか否かを決定する。）。 

 ⑻ 手続における交渉の有無 

   無 

 ⑼ 競争入札参加資格の付与 

   上記２⑵に定める競争入札参加資格のない者で入札を希望するものは、埼玉



県ホームページを開き、「電子入札総合案内」を選択して、「競争入札参加資

格申請受付システム」から登録申請を行い、受付票その他の登録に必要な書類

を平成26年７月22日（火）までに埼玉県総務部入札審査課審査担当（〒330-9301 

   埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目15番１号 電話048-830-5775（直通））

へ提出すること。 

 ⑽ 支払条件 

   発注者埼玉県は、適法な代金請求書を受理した日から30日以内に当該代金を

受注者に支払うものとする。 

 ⑾ その他詳細は、入札説明書及び仕様書による。 

５ Summary 

⑴ Nature of Services Required: 

Managerial support service relating to operational management of the 

cloud servers for the Saitama Prefectural Government 

 ⑵ Deadline for Submissions: 

 By registered mail: by 5:00 p.m., August 27, 2014 

By the electronic bidding system or in person: by 11:00 a.m., 

August 28, 2014 

 ⑶ Contact Information: 

 Information Systems Division, Planning and Finance Department, 

 Saitama Prefectural Government 

 Takasago 3-15-1, Urawa-ku, Saitama-shi, Saitama-ken 330-9301 

 Telephone. 048-830-2284 
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公
告
す
る
。 

 

な
お
、
当
該
申
請
に
係
る
定
款
、
役
員
名
簿
、
設
立
趣
旨
書
並
び
に
設
立
当
初
の
事
業
年
度
及

び
翌
事
業
年
度
の
事
業
計
画
書
及
び
活
動
予
算
書
を
、
申
請
書
を
受
理
し
た
日
か
ら
二
月
間
、
県

民
生
活
部
共
助
社
会
づ
く
り
課
及
び
埼
玉
県
東
部
地
域
振
興
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
備
え
置
く
方
法

並
び
に
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
す
る
方
法
（
埼
玉
県
Ｎ
Ｐ
Ｏ
情
報
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
（http://w

ww.saitamaken-npo.net/

）
）
に
よ
り
縦
覧
に
供
す
る
。 

 
 

平
成
二
十
六
年
七
月
四
日 

 
 

 
 

埼
玉
県
知
事 

上 

田 

清 

司 
 

 
 

一 

申
請
の
あ
っ
た
年
月
日 

平
成
二
十
六
年
六
月
二
十
六
日 

二 

申
請
に
係
る
特
定
非
営
利
活
動
法
人
の
名
称 

特
定
非
営
利
活
動
法
人
に
じ
さ
ん
ぽ 

三 

代
表
者
の
氏
名 

不
破 

清
美 

四 

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地 

埼
玉
県
越
谷
市
赤
山
町
二
丁
目
百
七
十
二
番
地
四 

五 

定
款
に
記
載
さ
れ
た
目
的 

 
 

こ
の
法
人
は
、
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
ク
に
関
す
る
事
業
を
行
い
、
人
と
人
と
の
つ
な
が
り
に
よ

 

っ
て
、
あ
り
の
ま
ま
で
も
安
心
で
き
る
居
場
所
づ
く
り
や
地
域
に
お
け
る
共
生
社
会
づ
く
り
の

 

構
築
に
貢
献
し
、
人
々
の
心
身
の
健
康
に
寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。 

埼
玉
県
告
示
第
九
百
六
十
五
号



告 
 

示 

  
特
定
非
営
利
活
動
促
進
法
（
平
成
十
年
法
律
第
七
号
）
第
二
十
五
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
、

定
款
の
変
更
の
認
証
を
受
け
よ
う
と
す
る
特
定
非
営
利
活
動
法
人
か
ら
次
の
と
お
り
申
請
書
が
提

出
さ
れ
た
の
で
、
同
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
第
十
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
公
告
す

る
。 

 

な
お
、
当
該
申
請
に
係
る
変
更
後
の
定
款
を
、
申
請
書
を
受
理
し
た
日
か
ら
二
月
間
、
県
民
生

活
部
共
助
社
会
づ
く
り
課
及
び
埼
玉
県
川
越
比
企
地
域
振
興
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
備
え
置
く
方
法

並
び
に
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
す
る
方
法
（
埼
玉
県
Ｎ
Ｐ
Ｏ
情
報
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
（http://w

ww.saitamaken-npo.net/

）
）
に
よ
り
縦
覧
に
供
す
る
。 

 
 

平
成
二
十
六
年
七
月
四
日 

 
 

 
 

埼
玉
県
知
事 

上 

田 

清 

司 
 

 
 

一 

申
請
の
あ
っ
た
年
月
日 

平
成
二
十
六
年
六
月
二
十
六
日 

二 

特
定
非
営
利
活
動
法
人
の
名
称 

（
変
更
前
）
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
川
越
Ｐ
Ｌ
Ｕ
Ｓ 

（
変
更
後
）
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
河
越
抹
茶
の
会 

三 

代
表
者
の
氏
名 

林 

真
太
郎 

四 

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地 

埼
玉
県
川
越
市
小
仙
波
町
四
丁
目
十
六
番
地
八 

五 

定
款
に
記
載
さ
れ
た
目
的 

こ
の
法
人
は
、
川
越
市
を
訪
れ
る
人
及
び
川
越
市
に
暮
ら
す
人
に
対
し
、
地
域
活
性
化
に
関

す
る
事
業
を
行
い
、
川
越
の
発
展
に
寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。 

埼
玉
県
告
示
第
九
百
六
十
六
号



告 
 

示 

  
特
定
非
営
利
活
動
促
進
法
（
平
成
十
年
法
律
第
七
号
）
第
二
十
五
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
、

定
款
の
変
更
の
認
証
を
受
け
よ
う
と
す
る
特
定
非
営
利
活
動
法
人
か
ら
次
の
と
お
り
申
請
書
が
提

出
さ
れ
た
の
で
、
同
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
第
十
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
公
告
す

る
。 

 

な
お
、
当
該
申
請
に
係
る
変
更
後
の
定
款
並
び
に
当
該
定
款
の
変
更
の
日
の
属
す
る
事
業
年
度

及
び
翌
事
業
年
度
の
事
業
計
画
書
及
び
活
動
予
算
書
を
、
申
請
書
を
受
理
し
た
日
か
ら
二
月
間
、

県
民
生
活
部
共
助
社
会
づ
く
り
課
及
び
埼
玉
県
利
根
域
振
興
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
備
え
置
く
方
法

並
び
に
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
す
る
方
法
（
埼
玉
県
Ｎ
Ｐ
Ｏ
情
報
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
（h

t
t
p
:
/
/
w

w
w
.
s
a
i
t
a
m
a
k
e
n
-
n
p
o
.
n
e
t
/

）
）
に
よ
り
縦
覧
に
供
す
る
。 

 
 

平
成
二
十
六
年
七
月
四
日 

 
 

 
 

埼
玉
県
知
事 

上 

田 

清 

司 
 

 
 

一 

申
請
の
あ
っ
た
年
月
日 

平
成
二
十
六
年
六
月
二
十
五
日 

二 

特
定
非
営
利
活
動
法
人
の
名
称 

特
定
非
営
利
活
動
法
人
橙 

三 

代
表
者
の
氏
名 

德
田 

か
の
子 

四 

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地 

埼
玉
県
羽
生
市
上
手
子
林
四
百
六
十
七
番
地 

五 

定
款
に
記
載
さ
れ
た
目
的 

（
変
更
前
）
こ
の
法
人
は
、
障
が
い
の
あ
る
人
も
な
い
人
も
、
互
い
に
支
え
合
い
、
協
力
し
合

え
る
社
会
の
実
現
を
図
る
た
め
、
障
が
い
を
持
つ
人
々
の
就
職
活
動
、
日
中
活
動
、
創
作
活
動

に
お
け
る
自
立
支
援
や
、
生
活
支
援
な
ど
の
事
業
を
行
い
、
も
っ
て
社
会
全
体
の
利
益
の
増
進

に
寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。 

（
変
更
後
）
こ
の
法
人
は
、
ハ
ン
デ
ィ
の
あ
る
人
も
な
い
人
も
、
互
い
に
支
え
合
い
、
協
力
し

合
え
る
社
会
の
実
現
を
図
る
た
め
、
高
齢
者
・
障
が
い
者
（
児
）
等
の
日
中
活
動
及
び
、
就
職

活
動
に
お
け
る
自
立
支
援
や
、
生
活
支
援
な
ど
の
事
業
を
行
い
、
も
っ
て
社
会
全
体
の
利
益
の

増
進
に
寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。 

埼
玉
県
告
示
第
九
百
六
十
七
号



 

 

告 
 

示 

 
Ｗ
Ｔ
Ｏ
に
基
づ
く
政
府
調
達
に
関
す
る
協
定
の
適
用
を
受
け
る
調
達
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り

一
般
競
争
入
札
に
付
す
る
。 

 
 

平
成
二
十
六
年
七
月
四
日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

埼
玉
県
知
事 

上 

田 

清 

司 
 
 
 

              

埼
玉
県
告
示
第
九
百
六
十
八
号



 

 

１ 調達内容 

 ⑴ 購入等件名及び数量 

   ガスクロマトグラフ型質量分析計の賃貸借 一式 

 ⑵ 調達案件の仕様等 

   入札説明書及び仕様書による。 

 ⑶ 履行期間 

   平成26年11月１日（土）から平成31年10月31日（木）まで。ただし、平成27

年度以降において、歳入歳出予算の当該契約の金額について減額又は削除があ

った場合は、当該契約を解除する。 

 ⑷ 履行場所 

 埼玉県衛生研究所長が指定する場所 

 ⑸ 入札方法 

   本件入札は、「埼玉県電子入札共同システム」により行う。ただし、同シス

テムの利用者登録をしていない者については、紙媒体による入札書の郵送又は

持参による入札も認める。また、入札金額については、履行期間全体の総価を

入力し、又は記載すること。 

   なお、落札決定に当たっては、入札書に入力され、又は記載された金額に当

該金額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端

数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札金額

とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の108分の100に相当する金額を

入札書に入力し、又は記載すること。 

２ 競争入札参加資格 

 ⑴ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者

であること。 

 ⑵ 物品の買入れ等に係る入札参加資格に関する告示（平成24年埼玉県告示第

1086号）に基づき、業種区分「物品の賃貸」のＡ等級に格付けされた者である

こと。 

 ⑶ 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る入札参加

停止等の措置要綱（平成21年３月31日付け入審第513号）に基づく入札参加停

止措置を受けていない者であること。 

 ⑷ 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る暴力団排

除措置要綱（平成21年４月１日付け入審第97号）に基づく入札参加除外措置を

受けていない者であること。 



 

 

３ 入札書の提出場所等 

 ⑴ 紙媒体の入札書を郵送し、又は持参する場合の提出場所、契約条項を示す場

所、入札説明書及び仕様書の交付場所並びに問合せ先 

     〒355-0133 埼玉県比企郡吉見町大字江和井410番１ 埼玉県衛生研究所

水・食品担当 今井 電話0493-59-9416（直通） 

 ⑵ 入札説明書及び仕様書の交付方法 

  ア 「埼玉県電子入札共同システム」による場合 

    埼玉県ホームページを開き、「電子入札総合案内」を選択して、「入札情

報公開システム」からダウンロードすること。 

  イ 紙媒体による場合 

    上記⑴の交付場所において交付する（事前に電話により連絡すること。）。 

 ⑶ 入札書受付期間 

  ア 「埼玉県電子入札共同システム」を使用する場合 

    競争入札参加資格の確認を得た日から平成26年８月18日（月）午前11時ま

で 

  イ 紙媒体の入札書を郵送し、又は持参する場合 

   (ア) 郵送の場合 

     競争入札参加資格の確認を得た日から平成26年８月15日（金）午後５時

まで 

     なお、書留郵便によること。 

   (イ) 持参の場合 

     競争入札参加資格の確認を得た日から平成26年８月18日（月）午前11時

まで 

 ⑷ 開札の場所及び日時 

   埼玉県衛生研究所 平成26年８月18日（月）午前11時30分 

４ その他 

 ⑴ 契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 

 ⑵ 入札保証金及び契約保証金 

  ア 入札保証金 

    入札者は、見積もった契約金額に入札保証金の率（100分の５以上）を乗じ

た額を納付するものとする。ただし、埼玉県財務規則（昭和39年埼玉県規則

第18号。以下「財務規則」という。）第93条第２項の規定に該当する場合は、

免除する。 



 

 

  イ 契約保証金 

    契約の相手方は、契約金額に契約保証金の率（100分の10以上）を乗じた額

を納付するものとする。ただし、財務規則第81条第２項の規定に該当する場

合は、免除する。 

 ⑶ 入札者に要求される事項 

   この一般競争入札への参加を希望する者は、入札説明書に示す必要な書類を

次のいずれかの方法で平成26年７月28日（月）午後５時までに提出し、競争入

札参加資格の確認を得なければならない。また、入札事務の担当者から、提出

した書類に関し説明を求められた場合は、それに応じなければならない。 

  ア 「埼玉県電子入札共同システム」により確認申請する。 

  イ 紙媒体の書類を上記３⑴の提出場所に郵送し、又は持参する。 

 ⑷ 入札の無効 

   次に掲げる入札書は、無効とする。 

  ア この公告に示した競争入札参加資格のない者の提出した入札書 

  イ 入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書 

  ウ 財務規則第97条又は埼玉県の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定め

る規則（平成７年埼玉県規則第106号）第９条の規定に該当する入札書 

 ⑸ 契約書作成の要否 

   要 

 ⑹ 落札者の決定方法 

   財務規則第94条の規定に基づいて定められた予定価格の制限の範囲内で最低

の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

 ⑺ 手続における交渉の有無 

   無 

 ⑻ 競争入札参加資格の付与 

   上記２⑵に定める競争入札参加資格のない者で入札を希望するものは、埼玉

県ホームページを開き、「電子入札総合案内」を選択して、「競争入札参加資

格申請受付システム」から登録申請を行い、受付票その他の登録に必要な書類

を平成26年７月22日（火）までに埼玉県総務部入札審査課審査担当（〒330-9301 

   埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目15番１号 電話048-830-5775（直通））へ

提出すること。 

 ⑼ 支払条件 

   発注者埼玉県は、適法な代金請求書を受理した日から30日以内に当該代金を

受注者に支払うものとする。 



 

 

 ⑽ その他詳細は、入札説明書及び仕様書による。 

５ Summary 

 ⑴ Nature of Services Required: 

Lease for a Quadrupole Time-of-Flight Gas Chromatograph Mass 

Spectrometer 

 ⑵ Deadline for Submissions: 

By the electronic tender system: 11:00 am, August 18,2014  

By mail: 5:00 pm, August 15,2014  

In person: 11:00 am, August 18,2014 

 ⑶ Contact Information: 

Water and Food Inspection Group, Institute of Public Health, Saitama 

Prefecture 

Ewai 410-1, Yoshimimachi, Hiki-gun, Saitama 355-0133, Japan 

Phone: 0493-59-9416 
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大
規
模
小
売
店
舗
立
地
法
（
平
成
十
年
法
律
第
九
十
一
号
）
第
八
条
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規

定
に
よ
る
意
見
の
概
要
に
つ
い
て
、
同
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
公
告
し
、
及
び
当
該
意
見
を
次

の
と
お
り
縦
覧
に
供
す
る
。 

 
 

平
成
二
十
六
年
七
月
四
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
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上 
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一 

意
見
の
概
要 

 

イ 

大
規
模
小
売
店
舗
の
名
称
及
び
所
在
地 

 
 

 

ヤ
オ
コ
ー
八
潮
店 

 
 

 

埼
玉
県
八
潮
市
八
潮
南
部
中
央
一
体
型
特
定
土
地
区
画
整
理
事
業
地
内
七
十
七
街
区
五
画 

 
 

地
外 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

ロ 

大
規
模
小
売
店
舗
立
地
法
第
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
市
町
村
の
意
見
の
概
要 

 
 

⑴ 

埼
玉
県
生
活
環
境
保
全
条
例
第
四
十
一
条
に
よ
り
、
ア
イ
ド
リ
ン
グ
・
ス
ト
ッ
プ
の
周 

 
 

 

 
 

 

知
を
図
る
こ
と
。 

 
 

⑵ 

埼
玉
県
生
活
環
境
保
全
条
例
第
六
十
六
条
で
定
め
る
深
夜
営
業
騒
音
等
の
規
制
を
守
る 

 
 

 

こ
と
。（
午
後
十
時
か
ら
翌
日
午
前
六
時
ま
で
の
時
間
に
お
い
て
は
、
騒
音
の
大
き
さ
を
敷 

 
 

 

地
境
界
で
五
十
デ
シ
ベ
ル
以
下
と
す
る
こ
と
。
午
後
十
一
時
か
ら
翌
日
午
前
六
時
ま
で
の 

 
 

 

時
間
に
お
い
て
は
、
有
線
ラ
ジ
オ
放
送
装
置
等
の
音
響
機
器
を
使
用
し
な
い
こ
と
。
た
だ 

 
 

 

し
、
後
段
は
、
当
該
音
響
機
器
か
ら
発
生
す
る
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が
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業
を
行
う
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漏
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い
場
合
を
除
く
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す
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日
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害
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然
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止
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と
。
ま
た
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民
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り
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た
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合
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誠
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と
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だ
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と
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す
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催
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１ 調達内容 

 ⑴ 購入等件名及び数量 

   システム移行用サーバ等の賃貸借 一式 

 ⑵ 調達案件の仕様等 

   入札説明書及び仕様書による。 

 ⑶ 履行期間 

   平成27年１月１日（木）から平成31年２月28日（木）まで。ただし、翌年度

以降において、歳入歳出予算の当該契約の金額について減額又は削除があった

場合は、当該契約を解除する。 

 ⑷ 納入場所 

埼玉県警察本部総務部財務局会計課長が指定する場所 

 ⑸ 入札方法 

   本件入札は、「埼玉県電子入札共同システム」により行う。ただし、同シス

テムの利用者登録をしていない者については、紙媒体による入札書の郵送又は

持参による入札も認める。また、入札金額については、履行期間全体の総価を

入力し、又は記載すること。 

   なお、落札決定に当たっては、入札書に入力され、又は記載された金額に当

該金額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端

数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札金額

とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の108分の100に相当する金額を

入札書に入力し、又は記載すること。 

２ 競争入札参加資格 

 ⑴ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者

であること。 

 ⑵ 物品の買入れ等に係る入札参加資格に関する告示（平成24年埼玉県告示第

1086号）に基づき、業種区分「物品の賃貸」のＡ等級に格付けされた者である

こと。 

 ⑶ 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る入札参加

停止等の措置要綱（平成21年３月31日付け入審第513号）に基づく入札参加停

止措置を受けていない者であること。 

 ⑷ 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る暴力団排

除措置要綱（平成21年４月１日付け入審第97号）に基づく入札参加除外措置を

受けていない者であること。 



 ⑸ 納入しようとする物品が仕様書等に示す各要求事項に適合することを認めら

れた者であること（詳細は、入札説明書及び仕様書による。）。 

３ 入札書の提出場所等 

 ⑴ 紙媒体の入札書を郵送し、又は持参する場合の提出場所、契約条項を示す場

所、入札説明書及び仕様書の交付場所並びに問合せ先 

   〒330-8533 埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目15番１号 埼玉県警察本部 

    総務部財務局会計課調度第一係 島田 電話048-832-0110 内線2243 ファク

シミリ048-824-4607 

 ⑵ 入札説明書の交付方法 

  ア 「埼玉県電子入札共同システム」による場合 

    埼玉県ホームページを開き、「電子入札総合案内」を選択して、「入札情

報公開システム」からダウンロードすること。 

  イ 紙媒体による場合 

    上記⑴の交付場所において交付する（事前に電話により連絡すること。）。 

 ⑶ 仕様書の交付方法 

   上記⑴の交付場所において交付する（事前に電話により連絡すること。）。 

 ⑷ 入札書受付期間 

  ア 「埼玉県電子入札共同システム」を使用する場合 

    競争入札参加資格の確認を得た日から平成26年８月13日（水）午前10時30

分まで 

  イ 紙媒体の入札書を郵送し、又は持参する場合 

   (ｱ) 郵送の場合 

     競争入札参加資格の確認を得た日から平成26年８月12日（火）午後５時

まで 

     なお、書留郵便によること。 

   (ｲ) 持参の場合 

     競争入札参加資格の確認を得た日から平成26年８月13日（水）午前10時

30分まで 

 ⑸ 開札の場所及び日時 

   埼玉県警察本部総務部財務局会計課 平成26年８月13日（水）午前10時40分 

４ その他 

 ⑴ 契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 

 ⑵ 入札保証金及び契約保証金 



  ア 入札保証金 

    入札者は、見積もった契約金額に入札保証金の率（100分の５以上）を乗じ

た額を納付するものとする。ただし、埼玉県財務規則（昭和39年埼玉県規則

第18号。以下「財務規則」という。）第93条第２項の規定に該当する場合は、

免除する。 

  イ 契約保証金 

    契約の相手方は、契約金額に契約保証金の率（100分の10以上）を乗じた額

を納付するものとする。ただし、財務規則第81条第２項の規定に該当する場

合は、免除する。 

 ⑶ 入札者に要求される事項 

   この一般競争入札への参加を希望する者は、入札説明書に示す必要な書類を

次のいずれかの方法で平成26年８月５日（火）午後５時までに提出し、競争入

札参加資格（上記２⑸に定める競争入札参加資格を除く。）の確認を得なけれ

ばならない。また、入札事務の担当者から、提出した書類に関し説明を求めら

れた場合は、それに応じなければならない。 

  ア 「埼玉県電子入札共同システム」により確認申請する。 

  イ 紙媒体の書類を上記３⑴の提出場所に郵送し、又は持参する。 

 ⑷ 入札の無効 

   次に掲げる入札書は、無効とする。 

  ア この公告に示した競争入札参加資格のない者の提出した入札書 

  イ 入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書 

  ウ 財務規則第97条又は埼玉県の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定め

る規則（平成７年埼玉県規則第106号）第９条の規定に該当する入札書 

 ⑸ 契約書作成の要否 

   要 

 ⑹ 落札者の決定方法 

   財務規則第94条の規定に基づいて定められた予定価格の制限の範囲内で最低

の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

 ⑺ 手続における交渉の有無 

   無 

 ⑻ 競争入札参加資格の付与 

   上記２⑵に定める競争入札参加資格のない者で入札を希望するものは、埼玉

県ホームページを開き、「電子入札総合案内」を選択して、「競争入札参加資

格申請受付システム」から登録申請を行い、受付票その他の登録に必要な書類



を平成26年７月22日（火）までに埼玉県総務部入札審査課審査担当（〒330-9301

埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目15番１号 電話048-830-5775（直通））へ

提出すること。 

 ⑼ 支払条件 

   発注者埼玉県は、適法な代金請求書を受理した日から30日以内に当該代金を

受注者に支払うものとする。 

 ⑽ その他詳細は、入札説明書及び仕様書による。 

５ Summary 

  ⑴ Nature and quantity of the products to be purchased: A lease of   

    Server for system migration. 

⑵ Time‐limit for tender:By the electronic tender system;10:30 a.m. 

   August 13,2014 By mail;5:00 p.m. August 12,2014 In person;10:30 a.m.

    August 13,2014 

  ⑶ Contact point for the notice: Property Management Section,Finance 

   Division, Financial Bureau, General Affairs Department, Saitama Pre-

    fectural Police Headquarters, 3-15-1 Takasago,Urawa-Ku,Saitama-shi, 

    Saitama-ken 330-8533,Telephone 048-832-0110 Ext.2243 
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１ 監査結果に関する報告 

 （１） 監査の対象事務    

   平成２４年度・平成２５年度における財務に関する事務の執行、経営に係る事

業の管理及びその他の事務の執行 

 

 （２）監査の対象機関  １０５機関 

所管部局 監 査 対 象 機 関 

企画財政部  情報システム課、南部地域振興センター、東部地域振興センター、西部

地域振興センター、利根地域振興センター、北部地域振興センター 

総務部 県営競技事務所、さいたま県税事務所、上尾県税事務所、朝霞県税事務

所、川越県税事務所、飯能県税事務所、熊谷県税事務所、春日部県税事

務所、自動車税事務所、自動車税事務所大宮支所、自動車税事務所熊谷

支所、自動車税事務所所沢支所、自動車税事務所春日部支所 

危機管理防

災部 

消防学校、防災航空センター 

環境部 中央環境管理事務所、西部環境管理事務所、越谷環境管理事務所、東部

環境管理事務所 

福祉部 中央児童相談所、川越児童相談所、越谷児童相談所、越谷児童相談所草

加支所、埼玉学園 

保健医療部  川口保健所、朝霞保健所、鴻巣保健所、東松山保健所、狭山保健所、幸

手保健所、動物指導センター、動物指導センター南支所 

産業労働部 川口高等技術専門校 

農林部 本庄農林振興センター、加須農林振興センター、春日部農林振興センタ

ー、病害虫防除所、中央家畜保健衛生所、農業大学校、農林総合研究セ

ンター、農林総合研究センター茶業研究所、農林総合研究センター水産

研究所、花と緑の振興センター、農村整備計画センター 

県土整備部  北本県土整備事務所、川越県土整備事務所、本庄県土整備事務所、行田

県土整備事務所、杉戸県土整備事務所、総合治水事務所 

都市整備部  八潮新都市建設事務所、川越建築安全センター 

企業局 新三郷浄水場 

下水道局 中川下水道事務所 

教育局 南部教育事務所、西部教育事務所、久喜図書館、歴史と民俗の博物館、

嵐山史跡の博物館、近代美術館、自然の博物館、加須げんきプラザ、上

尾高等学校、上尾鷹の台高等学校、上尾橘高等学校、上尾南高等学校、

朝霞高等学校、入間向陽高等学校、大宮光陵高等学校、桶川西高等学校、

川口高等学校、川口工業高等学校、川口東高等学校、北本高等学校、久

喜高等学校、久喜工業高等学校、栗橋北彩高等学校、鴻巣高等学校、幸



 

 

 

 

   

       

     

  （３）監査実施日 

   平成２５年１２月４日～平成２６年２月２８日 

 

  （４）監査の実施方針 

  事務の執行について、正確性、合規性はもとより、最少の経費で最大の効果を 

      あげているかという経済性、効率性及び有効性の観点から検証した。 

 

 （５）監査の結果 

   ア 指摘事項 

  財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理並びに事務の執行（以    

 下「事務事業の執行等」という。）が、次の各号のいずれかに該当すると認め 

 られるもの。 

 ア）事務事業の執行等に重大な誤りがあったため、当該事業の是正や今後の  

  改善が必要と認められるもの。 

 イ) 事務事業の執行等において、その効果が極めて不十分なため抜本的な改 

    善が必要と認められるもの。 

  

    イ 注意事項 

      事務事業の執行等が次の各号のいずれかに該当すると認められるもの。 

   ア) 事務事業の執行等に誤りがあったため、当該事務の是正や今後の改善   

      が必要と認められるもの。 

   イ) 事務事業の執行等において、その効果が不十分なため一層の改善、工 

      夫が必要と認められるもの。 

 

 監査において指摘事項又は注意事項として認められたものは、次のとおりであった。 

 

ア 指摘事項  

機関・職制名 監 査 の 結 果 

企画財政部 情報システム課  平成 20 年度、平成 21 年度及び平成 22 年度の「職員

用ノート型パーソナルコンピュータ機器の賃貸借に関

手桜高等学校、志木高等学校、戸田翔陽高等学校、南稜高等学校、新座

高等学校、新座総合技術高等学校、新座柳瀬高等学校、和光高等学校、

蕨高等学校、上尾特別支援学校、上尾かしの木特別支援学校、久喜特別

支援学校、蓮田特別支援学校、和光南特別支援学校 

警察本部 川口警察署、朝霞警察署、新座警察署、上尾警察署、川越警察署、久喜

警察署、幸手警察署 



する契約」について、次の点が不適切であった。 

１ 修繕業務の再委託について、次の点が不適切であ 

 った。 

（１）平成 20 年度契約では、再委託を認めているが、

契約の相手方からの報告、県が承認した記録が確

認できない。 

（２）平成 21 年度契約では、契約書に再委託に関する 

  規定がないにもかかわらず再委託が行われてい 

  た。 

（３）平成 22 年度契約では、契約書に再委託に関する

規定があるが、契約の相手方の申請と異なる内容

で承認していた。 

２ 県が修繕費用を負担するにあたって、契約の相手

方ではなく、障害時対応窓口業者が使用課所に修繕

費用を請求し、使用課所が支払うこととしていた。 

３ 契約担当課は、県が修繕費用を負担する場合にお

いて、契約の相手方と協議せずに使用課所の負担で

修理を行うという取扱いにより、修繕費用が 1 台あ

たりの契約額を超えるような過大な支出を生じさせ

た。 

県土整備部 本庄県土整備事

務所 

 平成 24 年度の「川の再生県民運動推進工事（表示ボ

ード製作）」（331,800 円）について、写真パネルのス

タンドを業者に特注で製作させ、過大な支出を発生さ

せたのは不適切であった。 

教育局 入間向陽高等学

校 

 平成 25 年２月末に購入した「レーザープリンター」

(72,975 円)について、平成 25 年 12 月中旬まで長期に

わたり未使用のまま放置し、備品表示を行わないなど

適切な管理を怠っていたことは、不適切であった。 

 

イ 注意事項 

機関・職制名 監 査 の 結 果 

企画財政部 利根地域振興セ

ンター 

 平成 24 年度の「埼玉県行田地方庁舎の正面玄関内外

２箇所自動ドア部品交換修繕」（924,000 円）について、

修繕に要する期間を十分に調査せず、見積書を徴取し、

契約の相手方から期間の延長の申出を受け、見積条件

と異なる契約期間で契約していたのは不適切であっ

た。 



教育局 近代美術館  平成 24 年度の「埼玉県立近代美術館施設管理（空調

設備保守・運転・中央監視）業務委託」（11,550,000

円）の一部業務の再委託（３件）について、書面によ

らず承認していたことは、不適切であった。 

教育局 大宮光陵高等学

校 

 行政財産使用許可について、次の点で不適切であっ

た。 

１ 平成 25年度の書写技能検定試験会場の行政財産使

用許可手続きについて、年３回実施する検定試験の

使用許可をまとめて行っていたが、許可日が第１回

目の検定試験の実施後となっていた。 

２ 行政財産使用料について、管理費の算定を誤り、  

 後日、差額を追徴したが、行政財産の変更許可手続 

 きを行っていなかった。 

教育局 大宮光陵高等学

校 

 平成 25 年度の「産業廃棄物処理委託契約」（38,272

円）において、検査調書を作成していなかったのは、

不適切であった。  
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１ 監査の結果「指摘」とした事項 

対 象 機 関 
監査結果の公表年月日

（県報の号数） 
監 査 の 結 果 講 じ た 措 置 

福祉部 総合リハ

ビリテー

ションセ

ンター 

平成 26 年３月４日 

（第 2573 号） 

平成 24 年度の「埼玉県総合リハビリテーションセンター洗

濯リネン管理等業務委託」（36,155,700 円）の一般競争入札に

ついて、次の点で不適切であった。 

１ 最低の価格で入札した者の入札額があまりにも低額であ 

ったため落札とせず、その者を含め再度入札を実施したこ 

と。 

２ 不適切な再度入札の結果、落札者がないことを理由に随意 

契約により契約の相手方を決定したこと。  

 監査の結果を職員に周知するとともに、再発防止のため、出納

総務課作成の「契約チェックシート」を参考に「入札事務チェッ

クシート」を作成し、担当職員及び決裁ライン職員のチェック機

能の強化を図った。 

また、入札・契約事務に関する財務研修を実施するとともに、

部内の財務研修会へ職員を参加させ、財務事務の適正処理の徹底

を図った。 

教育局 さきたま

史跡の博

物館 

平成 26 年３月４日 

（第 2573 号） 

 平成 25 年度の「鉄砲山古墳・二子山古墳発掘調査重機械類

賃貸借」(945,000 円)について、競争入札とすべきところ、随

意契約としたことは不適切であった。 

 再発防止のため、役付会議で監査結果を報告し、財務事務の適

正な執行について、全職員へ周知・徹底した。 

 特に、担当職員及び決裁ラインの職員においては、契約事務の

執行に当たり、埼玉県財務規則等の関係規程を十分確認するよう

徹底した。 

 なお、関係規程の確認の際は、出納総務課作成のチェックシー

トを活用し、複数の職員が確認することでチェック機能の強化を

図った。 

 

２ 監査の結果「注意」とした事項 

対 象 機 関 
監査結果の公表年月日

（県報の号数） 
監 査 の 結 果 講 じ た 措 置 

県土整備 行田県土 平成 25 年６月 21 日  行政財産使用許可について、次の点で不適切であった。 １ 国（埼玉労働局）と協議を行った結果、管理費免除の取扱い 



部 整備事務

所 

（第 2502 号） １ 県が行うべき排水施設等の修繕を相手方に実施させ、相手 

方が負担すべきその後 10 年間の管理費を免除することとし 

ていた。 

２ 埼玉県財務規則により所管部長の決裁が必要な案件であ 

るにも関わらず、所長決裁により使用料免除の許可を繰り返 

していた。 

を見直し、相手方が負担すべき管理費について、平成 26 年度 

から国に負担させることとした。 

２ 平成 25 年度の行政財産使用許可から、埼玉県財務規則で定 

める決裁区分により決裁を行った。 

総務部 東松山県

税事務所 

平成 25年 12月 13日 

（第 2552 号） 

 平成 24 年度の「冷温水ポンプ及び冷却水ポンプ交換工事」

(999,600 円）について、次の点で不適切であった。 

１ 契約の相手方が特定されることを理由に、空調設備保守点 

検業務の委託先業者１者のみから見積書を徴収し、契約を締 

結していた。 

２ 特殊な修繕であることを理由に、予定価格調書を作成して 

いなかった。 

①所内研修を実施し、契約事務の周知徹底を図った。特に随意契

約は例外的な契約であることを認識し、慎重に対応することで所

内の意思統一を図った。 

②事務処理に不明な事項があった場合は、所内での十分な協議や

所管部署への確認を徹底することとした。 

③平成 24 年度以降に行った契約事務の自己検査を行った。 

④総務事務集約機関であることから、東松山地方庁舎内の他の３

機関における契約事務等について、総務担当職員を集めて研修を

行った。 

保健医療

部 

草加保健

所 

平成 25年 12月 13日 

（第 2552 号） 

 平成 24 年度の結核管理健診・接触者健診の 12 月分委託料の

支払いにおいて、請求金額（5,933 円）から４月分、８月分、

10 月分の過払い金額（合計 60 円、各月 20 円）を差し引いて

5,873 円を支払ったことは、不適切であった。 

 再発防止のため、監査結果を職員に周知するとともに、財務規

則等関係法令の再確認を行い、適切な財務事務の徹底を図った。 

 また、出納総務課春日部地方庁舎駐在職員による個別訪問指導

を受け、財務事務の適正処理の徹底を図った。 

県土整備

部 

越谷県土

整備事務

所 

平成 25年 12月 13日 

（第 2552 号） 

 平成 23 年度の「地方特定道路(改築)整備工事(取付道路築造

工)」について、当初請負代金額の４割を超える増額変更契約

を行いながら契約保証金の金額を変更後の請負代金額の 10 分

の１以上に変更していなかったのは不適切であった。 

 再発防止のため、監査結果判明後直ちに職場会議を通じて、職

員に監査結果及び正しい取り扱いについて周知を図った。 

 また、チェック体制を強化する目的で、総務担当課長の合議を

継続している。 

 県土整備部としても、平成 25 年 12 月 11 日付け通知で、部内

に正しい取り扱いの周知徹底を行った。 



教育局 浦和図書

館 

平成 25年 12月 13日 

（第 2552 号） 

 平成 24年度及び平成 25年度に行った図書館資料複写サービ

スについて、複写料金及び資料送付のための郵送料を現金書留

により現金を受領し収納しているものがあるが、納入者に対し

領収書を発行していなかったことは不適切であった。 

 図書館資料複写サービスにおいて、現金書留により現金を受領

した際は、納入者に対し領収書（収納金原符）を発行することを

役付会議及び全体会議で全職員に周知徹底した。 

 なお、監査日以降、平成 25 年度に現金書留を受領した件数は

６件で、その全てについて納入者に対し領収書（収納金原符）を

発行した。 

企業局 地域整備

事務所 

平成 26 年３月４日 

（第 2573 号） 

 平成 25 年度の「地域整備事務所庁舎機械警備業務委託」

（219,240 円）について、契約の相手方が特定されるとして、

契約中の業務委託先１者のみの見積書による随意契約とした

ことは不適切であった。 

 今回の監査の結果及びその根拠となる財務規程を全職員に周

知徹底し、二度と同様の誤りが生じないよう再発防止に努めてい

る。 

 また、本件委託契約は平成 25 年４月１日から平成 27 年３月 31

日までの長期継続契約であるため、次回契約にあたっては、複数

業者から見積書を徴するよう改める。 

企業局 

 

水道整備

事務所 

平成 26 年３月４日 

（第 2573 号） 

 平成 25 年度の「25 水整第 104 号鳩ヶ谷線試掘調査業務委託」

（6,766,200 円）及び「25 水整第 105 号さいたま東部線試掘調

査業務委託」（4,515,000 円）について、検査の時期を完成の通

知を受けた日から 10 日以内と規定すべきところ、14 日以内と

したことは不適切であった。 

 今回の監査の結果及びその根拠法令を全職員に周知徹底し、二

度と同様の誤りが生じないよう再発防止に努めている。 

 併せて当事務所で用意している試掘調査契約書ひな形の検査

時期について、「政府契約の支払遅延防止等に関する法律」第５

条第１項に則し、業務完了通知を受けた日から 10 日以内に改め

た。 

病院局 

 

 

循環器・

呼吸器病

センター 

平成 26 年３月４日 

（第 2573 号） 

 次の業務委託契約について、予定価格調書を病院長が作成す

べきところ、事務局長が作成していたことは不適切であった。 

１ 平成 24 年度ガンマカメラ保守点検業務委託契約 

（10,936,800 円） 

２ 平成 25 年度ガンマカメラ保守点検業務委託契約 

（10,936,800 円） 

３ 平成 24 年度手術室・ＩＣＵ等セントラルモニタリングシ 

 再発防止のため、財務規程の決裁区分及び委任決裁規程の専決

事項について周知徹底するとともに、平成 26 年度分からは、予

定価格調書の作成にあたり、確認票を添付して作成者に誤りがな

いようにチェックすることとした。 



ステムほか保守点検業務委託契約（85,000,000 円） 

４ 平成 25 年度手術室・ＩＣＵ等セントラルモニタリングシ 

ステムほか保守点検業務委託契約（85,000,000 円） 

教育局 

 

総合教育

センター 

平成 26 年３月４日 

（第 2573 号） 

 平成 24 年度のコピー用紙について、年間 100 万円を超える

購入をしているにも関わらず、単価契約を締結せず、10 万円以

下の金額で 21 回に分割して、その都度、同一業者１者のみの

見積書により購入していたことは不適切であった。 

 再発防止のため、役付会議で監査結果を報告するとともに、埼

玉県財務規則等の関係諸規程の再確認と適正な事務処理につい

て周知徹底を図った。 

 なお、コピー用紙の購入については、入札課に物品購入見積依

頼を行い、単価契約を締結することで、分割発注の防止を期すこ

ととした。 

教育局 

 

朝霞西高

等学校 

平成 26 年３月４日 

（第 2573 号） 

 平成 25 年度の「県立朝霞西高等学校環境整備業務委託」

（13,318,200 円）の一部業務の再委託について、入札参加資格

確認申請書への記載をもって再委託の申請に代え、契約締結前

に承諾していたことは不適切であった。 

 再発防止のため、監査結果を職員に周知するとともに、契約事

務における注意点について再確認を行い、財務事務の適正な執行

について周知徹底を図った。 

 また、契約事務については、出納総務課作成のチェックシート

を活用し、複数の職員で確認することとした。 

教育局 

 

春日部工

業高等学

校 

平成 26 年３月４日 

（第 2573 号） 

 平成 24 年度の生徒用机・いすについて、３回に分割して、

それぞれ 99,855 円（総額 299,565 円）で同一業者から購入し

ていた。総額が 10 万円を超えているにも関わらず、その都度、

同一業者１者のみの見積書により購入していたことは不適切

であった。 

 再発防止のため、全教職員に対して監査結果を周知するととも

に、効率的かつ計画的な予算執行について周知徹底を図った。 

 なお、生徒用机・いすについて、平成 25 年度は、学校全体で

の必要数を把握した上で、電子入札（オープンカウンタ方式）に

より購入し、平成 26 年度以降は、財務課で実施している一括購

入において、購入することとした。 

教育局 

 

芸術総合

高等学校 

平成 26 年３月４日 

（第 2573 号） 

 平成 24 年度の「可燃ゴミ及び不燃ゴミ等収集運搬処理業務

委託契約」（417,375 円）について、一般廃棄物収集運搬処理契

約の一部として、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令に

規定する事項を記載せず、産業廃棄物の収集運搬及び処分を行

わせていたことは不適切であった。 

 再発防止のため、契約事務及び産業廃棄物収集運搬業務におけ

る注意点について再確認を行い、財務事務の適正な執行について

周知徹底を図った。 

 なお、平成 25 年度の産業廃棄物の収集運搬及び処分について

は、一般廃棄物収集運搬処理契約とは別に契約を締結し、適正な



事務処理を行った。 

警察本部 

 

秩父警察

署 

平成 26 年３月４日 

（第 2573 号） 

 平成 24 年度の「秩父寮受水槽インバーター制御給水ユニッ

ト交換修繕」（945,000 円）について、特殊な修繕を理由に１者

のみの見積書による随意契約としたことは不適切であった。 

 再発防止のため、関係所属に対し、本件の内容及び財務規則等

の関係法令を周知徹底し、今後誤りのないよう指導した。 
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監 査 の 結 果 

 

１ 監査の概要 

（１）監査の対象団体及び実施時期 

   埼玉県が資本金等の４分の１以上を出資している団体（出資団体）、公の施設の管理業 

  務を委託している団体（指定管理者）及び補助金、負担金、貸付金、損失補償、利子補給 

  その他の財政的援助を与えている団体（補助金等交付団体）について監査を実施するもの 

  で、このうち出資団体１２団体、指定管理者１２団体２１施設、補助金等交付団体２０団

体について、平成２５年７月から平成２６年３月までの間に実施した。 

 

（２）監査の対象事項 

  ア 平成２４年度の出資団体における出納その他の事務 

  イ 平成２４年度に埼玉県が委託した公の施設の管理業務に係る出納その他の事務 

  ウ 平成２４年度に埼玉県が交付した補助金等財政的援助に係る出納その他の事務 

 

２ 監査の結果 

  監査対象団体別の監査の結果は、次のとおりである。 

なお、指摘事項及び注意事項以外の軽微な不当事項等については、監査対象団体及び所管

部局にその都度注意した。 

 ・ 指摘事項は、財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理並びに事務の執行が違 

  法又は不当と認められるもののうち、総合的に勘案して重大であると認められるもの 

 ・ 注意事項は、違法又は不当と認められるもののうち、指摘事項及び軽微な事項に該当し

ないと認められるもの 

 

（１）出資団体 

監査対象団体 埼玉高速鉄道株式会社 

所管部局 企画財政部 

監査実施日 
職員調査 平成２５年７月１７日 

委員監査 平成２６年１月２２日 

財政的援助等

の内容 

出資金 

 ・県の出資           ４３，２２２，０００，０００円 

 ・団体の基本財産        ９６，００７，６００，０００円 

 ・県の出資割合                            ４５．０％ 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 



 

 

 

監査対象団体 公益財団法人さいたま緑のトラスト協会 

所管部局 環境部 

監査実施日 
職員調査 平成２５年７月１１日 

委員監査 平成２５年８月 ６日（書面） 

財政的援助等

の内容 

出資金 

 ・県の出資                ５，０００，０００円 

 ・団体の基本財産            １３，０００，０００円 

 ・県の出資割合                           ３８．５％ 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 公立大学法人埼玉県立大学 

所管部局 保健医療部 

監査実施日 
職員調査 平成２５年８月２１日 

委員監査 平成２５年１１月８日 

財政的援助等

の内容 

出資金 

 ・県の出資           ２４，５３４，２９８，８００円 

 ・団体の基本財産        ２４，５３４，２９８，８００円 

 ・県の出資割合                             １００％ 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 公益財団法人埼玉県産業振興公社 

所管部局 産業労働部 

監査実施日 
職員調査 平成２５年７月２４日 

委員監査 平成２６年２月 ６日 

財政的援助等

の内容 

出資金 

 ・県の出資                ５，０００，０００円 

 ・団体の基本財産             ５，０００，０００円 

 ・県の出資割合                             １００％ 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 一般財団法人埼玉伝統工芸協会 

所管部局 産業労働部 

監査実施日 
職員調査 平成２５年１０月１０日 

委員監査 平成２５年１１月１４日（書面） 



 

 

 

財政的援助等

の内容 

出資金 

 ・県の出資               ２０，０００，０００円 

 ・団体の基本財産            ６０，０００，０００円 

 ・県の出資割合                             ３３．３％  

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 公益社団法人埼玉県農林公社 

所管部局 農林部 

監査実施日 
職員調査 平成２５年７月３０日 

委員監査 平成２５年１１月２７日 

財政的援助等

の内容 

出資金 

 ・県の出資                ８７６，３００，０００円 

 ・団体の基本財産          １，３４２，７３７，０００円 

 ・県の出資割合                             ６５．３％ 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 埼玉県道路公社 

所管部局 県土整備部 

監査実施日 
職員調査 平成２５年８月８日 

委員監査 平成２５年８月３０日（書面） 

財政的援助等

の内容 

出資金 

 ・県の出資           １１，４９８，０００，０００円 

 ・団体の基本財産        １１，４９８，０００，０００円 

 ・県の出資割合                             １００％ 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 株式会社さいたまアリーナ 

所管部局 都市整備部 

監査実施日 
職員調査 平成２５年９月２０日 

委員監査 平成２５年１０月２９日 

財政的援助等

の内容 

出資金 

 ・県の出資              １５０，０００，０００円 

 ・団体の基本財産           ４９５，０００，０００円 

 ・県の出資割合                           ３０．３％ 



 

 

 

 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 埼玉県住宅供給公社 

所管部局 都市整備部 

監査実施日 
職員調査 平成２５年１１月７日  

委員監査 平成２５年１２月１３日（書面） 

財政的援助等

の内容 

出資金 

 ・県の出資                 ４０，０００，０００円  

 ・団体の基本財産                ４０，０００，０００円  

 ・県の出資割合                              １００％ 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 公益財団法人埼玉県下水道公社 

所管部局 下水道局 

監査実施日 
職員調査 平成２５年１１月１４日 

委員監査 平成２５年１２月２６日（書面） 

財政的援助等

の内容 

出資金 

 ・県の出資               ５５，０３０，０００円 

 ・団体の基本財産           １１０，０６０，０００円 

 ・県の出資割合                            ５０．０％ 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 公益財団法人埼玉県埋蔵文化財調査事業団 

所管部局 教育局 

監査実施日 
職員調査 平成２５年１１月７日 

委員監査 平成２５年１２月４日（書面） 

財政的援助等

の内容 

出資金 

 ・県の出資               １０，０００，０００円  

 ・団体の基本財産           １０，０００，０００円      

・県の出資割合                          １００％ 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 公益財団法人埼玉県暴力追放・薬物乱用防止センター 

所管部局 警察本部 

監査実施日 職員調査 平成２５年８月３０日 



 

（２）指定管理者 

 

 

 

委員監査 平成２５年９月６日（書面） 

財政的援助等

の内容 

出資金 

 ・県の出資              ７７９，５８７，０００円  

 ・団体の基本財産         １，０４０，０００，０００円 

 ・県の出資割合                              ７５．０％ 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 小学館集英社プロダクショングループ 

所管部局 県民生活部 

監査実施日 
職員調査 平成２５年９月３日  

委員監査 平成２５年１０月１５日 

財政的援助等

の内容 

公の施設の指定管理業務委託料  

 埼玉県青少年総合野外活動センター    ７７，３０７，０００円  

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 株式会社自然教育研究センター 

所管部局 環境部 

監査実施日 
職員調査 平成２５年１０月２２日 

委員監査 平成２５年１２月４日（書面） 

財政的援助等

の内容 

公の施設の指定管理業務委託料 

 さいたま緑の森博物館         １６，４００，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 株式会社秩父開発機構 

所管部局 環境部 

監査実施日 
職員調査 平成２５年１０月１６日 

委員監査 平成２５年１１月１４日（書面） 

財政的援助等

の内容 

公の施設の指定管理業務委託料  

 埼玉県長瀞射撃場            ５，６００，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 社会福祉法人埼玉県社会福祉事業団 

所管部局 福祉部 

監査実施日 １ 埼玉県立皆光園障害者歯科診療所 



 

 

   職員調査 平成２５年９月２日 

   委員監査 平成２５年１１月８日 

２ 埼玉県立そうか光生園障害者歯科診療所 

   職員調査 平成２５年９月１８日 

   委員監査 平成２５年１０月３日（書面） 

財政的援助等

の内容 

公の施設の指定管理業務委託料  

１ 埼玉県立皆光園障害者歯科診療所    ６０，７５８，０００円 

２ 埼玉県立そうか光生園障害者歯科診療所 ４０，６８０，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 埼玉ふれあい拠点運営共同事業体 

所管部局 産業労働部 

監査実施日 
職員調査 平成２５年９月１７日 

委員監査 平成２５年１０月２９日（書面） 

財政的援助等

の内容 

公の施設の指定管理業務委託料        

埼玉県東部地域振興ふれあい拠点施設    ６２，０２０，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 公益社団法人埼玉県農林公社 

所管部局 農林部 

監査実施日 

１ 埼玉県種苗センター 

職員調査 平成２５年７月２９日 

委員監査 平成２５年８月２０日（書面） 

２ 埼玉県森林科学館 

職員調査 平成２５年７月２３日 

委員監査 平成２５年８月２０日（書面） 

３ 埼玉県県民の森 

職員調査 平成２５年７月２２日 

委員監査 平成２５年８月５日（書面） 

財政的援助等

の内容 

公の施設の指定管理業務委託料  

１ 埼玉県種苗センター          ９５，５２０，０００円 

２ 埼玉県森林科学館           １６，７００，０００円 

３ 埼玉県県民の森            １０，８４８，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 



 

 

 

監査対象団体 株式会社さいたまアリーナ 

所管部局 都市整備部 

監査実施日 
職員調査 平成２５年９月２日 

委員監査 平成２５年１０月２９日 

財政的援助等

の内容 

公の施設の指定管理業務委託料    

 さいたまスーパーアリーナ       １０３，４５１，７７５円     

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 公益財団法人埼玉県公園緑地協会 

所管部局 都市整備部 

監査実施日 

１ 熊谷スポーツ文化公園 

   職員調査 平成２５年 ８月２７日 

   委員監査 平成２５年１１月２７日 

２ 上尾運動公園 

   職員調査 平成２５年 ９月 ５日 

   委員監査 平成２５年１０月１６日（書面） 

３ 秋ヶ瀬公園  

   職員調査 平成２５年８月２０日 

   委員監査 平成２５年９月１８日（書面） 

４ みさと公園 

   職員調査 平成２５年 ８月２２日 

   委員監査 平成２５年 ９月４日（書面） 

５ 吉川公園 

   職員調査 平成２５年 ８月２２日 

   委員監査 平成２５年 ９月４日（書面） 

財政的援助等

の内容 

公の施設の指定管理業務委託料  

１ 熊谷スポーツ文化公園       ４０１，３２８，０００円   

２ 上尾運動公園           ２２７，２５８，０００円   

３ 秋ヶ瀬公園             ８６，４５２，０００円 

４ みさと公園             ３２，３１２，０００円 

５ 吉川公園              ２５，９７５，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 



 

 

 

監査対象団体 一般財団法人公園財団 

所管部局 都市整備部 

監査実施日 

１ さきたま緑道 

職員調査 平成２５年１１月１３日 

委員監査 平成２５年１２月４日（書面） 

２ 花の里緑道 

職員調査 平成２５年１１月１３日 

委員監査 平成２５年１２月４日（書面） 

財政的援助等

の内容 

公の施設の指定管理業務委託料（平成２５年度分） 

 さきたま緑道・花の里緑道           １７，９００，０００円    

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 狭山稲荷山公園・西武パートナーズ 

所管部局 都市整備部 

監査実施日 
職員調査 平成２５年１１月１８日 

委員監査 平成２５年１２月９日（書面） 

財政的援助等

の内容 

公の施設の指定管理業務委託料 

 狭山稲荷山公園                ２７，０００，０００円    

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 権現堂公園管理事務所 

所管部局 都市整備部 

監査実施日 
職員調査 平成２５年１１月２７日 

委員監査 平成２５年１２月 ５日（書面） 

財政的援助等

の内容 

公の施設の指定管理業務委託料 

 権現堂公園                  ７８，９７３，０００円      

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

監査対象団体 埼玉県住宅供給公社 

所管部局 都市整備部 

監査実施日 

１ 特別県営住宅 

職員調査 平成２５年１１月７日 

委員監査 平成２５年１２月１３日（書面） 

２ 特定公共賃貸住宅 



 

（３）補助金等交付団体 

監査対象団体 学校法人獨協学園 

所管部局 総務部 

監査実施日 
職員調査 平成２６年２月２０日 

委員監査 平成２６年３月１１日（書面） 

財政的援助等

の内容 

１ 私立学校運営費補助金 

  （獨協埼玉中学校）           ８８，５２９，０００円 

  （獨協埼玉高等学校）         １８５，４１３，０００円 

２ 私立高等学校等父母負担軽減事業補助金 

  （獨協埼玉高等学校）          ２３，５２３，９００円 

３ 高等学校等就学支援金 

  （獨協埼玉高等学校）         １２４，９８２，５５０円 

４ 特例措置補助金 

  （獨協埼玉高等学校）             １１３，８５０円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

 

監査対象団体 学校法人星野学園 

所管部局 総務部 

監査実施日 
職員調査 平成２６年２月１４日 

委員監査 平成２６年３月１１日（書面） 

財政的援助等

の内容 

１ 私立学校運営費補助金 

  （星野学園小学校）          １１０，３５１，０００円 

  （星野学園中学校）          １００，７９４，０００円 

  （星野高等学校）           ４０９，０９４，０００円 

  （川越東高等学校）          ２９０，３４４，０００円 

２ 私立高等学校等父母負担軽減事業補助金 

  （星野学園中学校）              ３５０，０００円 

  （星野高等学校）            ６８，２７４，２５０円 

  （川越東高等学校）           ４３，２５２，４００円 

 職員調査 平成２５年１１月７日 

委員監査 平成２５年１２月１３日（書面） 

財政的援助等

の内容 

公の施設の指定管理業務委託料  

１ 特別県営住宅            ８０，７３０，８８５円    

２ 特定公共賃貸住宅           ６，４１９，５９５円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 



３ 高等学校等就学支援金 

  （星野高等学校）           ２４５，１３８，８５０円 

  （川越東高等学校）          １６０，４８３，９５０円 

４ 特例措置補助金 

  （星野高等学校）               ７６２，３００円 

  （川越東高等学校）              ４４５，５００円 

５ 私立学校（幼稚園）運営費補助金 

  （星野学園幼稚園）           ３１，９５１，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

 

監査対象団体 学校法人ワタナベ学園 

所管部局 総務部 

監査実施日 
職員調査 平成２６年２月５日 

委員監査 平成２６年３月１１日（書面） 

財政的援助等

の内容 

１ 私立学校（専修・各種学校）運営費補助金 

  （越谷保育専門学校）             ３，９２４，０００円 

  （東洋医療福祉専門学校）           １，８３５，０００円 

２ 私立学校（幼稚園）運営費補助金 

  （越谷保育専門学校附属吉川幼稚園）     ３２，８００，０００円 

  （越谷保育専門学校附属幼稚園）       ４６，６０２，０００円 

  （越谷保育専門学校附属みさと団地幼稚園） １９，８７６，０００円 

  （霞が関幼稚園）             ３５，１８０，０００円 

３ 私立幼稚園特別支援教育費補助金 

  （越谷保育専門学校附属吉川幼稚園）      １，４９０，７３４円 

  （越谷保育専門学校附属みさと団地幼稚園）  １，４９０，７３４円 

  （霞が関幼稚園）              １，４９０，７３４円 

４ 私立幼稚園保育料軽減事業補助金（家計急変世帯に対する補助） 

  （越谷保育専門学校附属吉川幼稚園）         ７２，８００円 

  （越谷保育専門学校附属幼稚園）          ３６３，４００円 

  （越谷保育専門学校附属みさと団地幼稚園）    ２０６，０００円 

  （霞が関幼稚園）                 ４３，８００円 

５ 私立学校（幼稚園）耐震改修事業費補助金 

  （越谷保育専門学校附属みさと団地幼稚園）  １，４４９，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

 

監査対象団体 学校法人萩原学園 

所管部局 総務部 



監査実施日 
職員調査 平成２６年１月２３日 

委員監査 平成２６年２月 ４日（書面） 

財政的援助等

の内容 

１ 私立学校（幼稚園）運営費補助金 

（萩原第一幼稚園）           ４１，２７９，０００円 

（萩原第二幼稚園）           ３２，９７６，０００円 

２ 私立幼稚園特別支援教育費補助金 

 （萩原第二幼稚園）              ３９２，０００円 

３ 私立幼稚園保育料軽減事業補助金（家計急変世帯に対する補助） 

  （萩原第一幼稚園）              ７５８，０００円 

４ 私立幼稚園被災幼児保育料等軽減事業補助金 

  （萩原第二幼稚園）              １６８，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

 

監査対象団体 学校法人しろがね学園 

所管部局 総務部 

監査実施日 
職員調査 平成２６年１月１５日 

委員監査 平成２６年２月２７日（書面） 

財政的援助等

の内容 

（しろがね幼稚園） 

１ 私立学校（幼稚園）運営費補助金     ５８，４７２，０００円 

２ 私立幼稚園特別支援教育費補助金         ３９２，０００円 

３ 私立幼稚園保育料軽減事業補助金（家計急変世帯に対する補助） 

                          ３６４，８００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

 

監査対象団体 学校法人白岡学園 

所管部局 総務部 

監査実施日 
職員調査 平成２６年１月３１日 

委員監査 平成２６年３月 ６日（書面） 

財政的援助等

の内容 

（興善寺幼稚園） 

１ 私立学校（幼稚園）運営費補助金      ５７，５６５，０００円 

２ 私立幼稚園特別支援教育費補助金       １，４９０，７３４円 

３ 私立学校（幼稚園）耐震改修事業費補助金   １，６６６，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

 

監査対象団体 学校法人白百合学園 

所管部局 総務部 



監査実施日 
職員調査 平成２６年１月１７日 

委員監査 平成２６年２月２７日（書面） 

財政的援助等

の内容 

１ 私立学校（幼稚園）運営費補助金 

(幸手白百合幼稚園)           ３１，６３３，０００円 

(栗橋白百合幼稚園)           ２４，８７５，０００円 

２ 私立幼稚園保育料軽減事業補助金（家計急変世帯に対する補助） 

  (幸手白百合幼稚園)              １３２，８００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

 

監査対象団体 学校法人小山学園 

所管部局 総務部 

監査実施日 
職員調査 平成２６年１月３０日 

委員監査 平成２６年２月１２日（書面） 

財政的援助等

の内容 

(双葉台幼稚園) 

１ 私立学校（幼稚園）運営費補助金     ５５，２５５，０００円 

２ 私立幼稚園保育料等軽減事業補助金（家計急変世帯に対する補助） 

                          ３００，０００円 

３ 私立学校（幼稚園）耐震改修事業費補助金 ３３，３３３，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

 

監査対象団体 学校法人ひつじ幼稚園 

所管部局 総務部 

監査実施日 
職員調査 平成２６年１月２０日 

委員監査 平成２６年１月２９日（書面） 

財政的援助等

の内容 

１ 私立学校（幼稚園）運営費補助金 

（ひつじ幼稚園）            ３２，０７９，０００円 

（第二ひつじ幼稚園）          ２２，１５４，０００円 

２ 私立幼稚園特別支援教育費補助金 

 （ひつじ幼稚園）             １，４９０，７３４円 

３ 私立幼稚園保育料軽減事業補助金（家計急変世帯に対する補助） 

  （ひつじ幼稚園）                ４６，０００円 

４ 私立学校（幼稚園）耐震改修事業費補助金 

  （第二ひつじ幼稚園）           １，１４８，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

 

監査対象団体 学校法人吉川学園 



所管部局 総務部 

監査実施日 
職員調査 平成２６年１月１６日 

委員監査 平成２６年１月３０日（書面） 

財政的援助等

の内容 

（まきば幼稚園） 

１ 私立学校（幼稚園）運営費補助金     ５４，５３２，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

 

監査対象団体 学校法人栄光学園 

所管部局 総務部 

監査実施日 
職員調査 平成２６年２月１２日 

委員監査 平成２６年２月１９日（書面） 

財政的援助等

の内容 

(栄光幼稚園) 

１ 私立学校（幼稚園）運営費補助金    ５４，２５９，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

 

監査対象団体 社会医療法人至仁会 

所管部局 福祉部、保健医療部 

監査実施日 
職員調査 平成２５年１２月 ９日 

委員監査 平成２５年１２月１９日（書面） 

財政的援助等

の内容 

(介護老人保健施設「遊」) 

１ 施設開設準備経費助成特別対策事業費等補助金 

         ４８，０００，０００円 

(圏央所沢病院) 

２ 新人看護職員研修事業費補助金         ３０４，０００円 

３ 救急勤務医手当支給事業費補助金      ２，５９５，０００円 

４ 病院内保育所運営費補助金         ２，５４１，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

 

監査対象団体 社会福祉法人貴親会 

所管部局 福祉部 

監査実施日 
職員調査 平成２５年１２月１０日 

委員監査 平成２５年１２月１９日（書面） 

財政的援助等

の内容 

（特別養護老人ホーム憩いの里） 

１ 特別養護老人ホーム等整備促進事業費県費補助金 

 ３５，０９３，０００円 

２ 施設開設準備経費助成特別対策事業費等補助金 



  １２，０００，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

 

監査対象団体 社会福祉法人雀幸園 

所管部局 福祉部 

監査実施日 
職員調査 平成２５年１２月 ５日 

委員監査 平成２５年１２月１９日（書面） 

財政的援助等

の内容 

１ 児童福祉施設等子どもの暮らし応援事業費補助金 

（児童養護施設雀幸園）          １１，３６９，２７９円 

２ 社会福祉施設整備費県費補助金 

（グループホーム第２木の葉）       １９，９００，０００円 

３ 民間社会福祉施設整備促進事業補助金 

  （グループホーム第２木の葉）        ３，３１６，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

 

監査対象団体 社会福祉法人熊谷福祉の里 

所管部局 福祉部 

監査実施日 
職員調査 平成２６年２月 ４日 

委員監査 平成２６年３月１１日（書面） 

財政的援助等

の内容 

（ケアハウスクイーンズビラ） 

１ 軽費老人ホームのサービスの提供に要する費用補助金 

               ３０，５５１，４００円 

２ 民間社会福祉施設整備促進資金償還金補助金 １２，８６１，７７４円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

 

監査対象団体 社会福祉法人博心会 

所管部局 福祉部 

監査実施日 
職員調査 平成２６年１月２９日 

委員監査 平成２６年３月 ６日（書面） 

財政的援助等

の内容 

（特別養護老人ホーム清風園） 

１ 施設開設準備経費助成特別対策事業費等補助金 

５７，２６２，０００円 

２ 平成２４年度特別養護老人ホーム等整備促進事業費県費補助金 

     ２６５，０００，０００円 

３ 平成２３年度特別養護老人ホーム等整備促進事業費県費補助金 

（平成２４年度への繰越分）       ６０，０００，０００円   



監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

 

監査対象団体 西秩父商工会 

所管部局 産業労働部 

監査実施日 
職員調査 平成２５年１２月１２日 

委員監査 平成２６年１月９日（書面） 

財政的援助等

の内容 
小規模事業経営支援事業費補助金       ３９，５４４，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

 

監査対象団体 ふじみ野市商工会 

所管部局 産業労働部 

監査実施日 
職員調査 平成２５年１２月１８日 

委員監査 平成２６年１月９日（書面） 

財政的援助等

の内容 
小規模事業経営支援事業費補助金       ４７，８９６，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

 

監査対象団体 入間市商工会 

所管部局 産業労働部 

監査実施日 
職員調査 平成２６年２月 ６日 

委員監査 平成２６年２月１９日（書面） 

財政的援助等

の内容 
小規模事業経営支援事業費補助金       ３７，６３５，０００円 

監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

 

監査対象団体 桶川市坂田西特定土地区画整理組合 

所管部局 都市整備部 

監査実施日 
職員調査 平成２６年２月２５日 

委員監査 平成２６年３月 ６日（書面） 

財政的援助等

の内容 

１ 平成２４年度埼玉県組合等土地区画整理事業補助金 

                  ６０，０００，０００円 

２ 平成２４年度埼玉県組合等土地区画整理事業補助金（旧地活交付金） 

                      ５６，０００，０００円 

３ 平成２３年度埼玉県組合等土地区画整理事業補助金（旧地活交付金） 

  （平成２４年度への繰越分）       ３２，７００，０００円 



監査の結果 指摘事項、注意事項は認められなかった。 

 


